
平成18年度税制改正要望の概要   



平成18年度 厚生労働省税制改正要望項目  

第1 心身ともに健康な生活と安心で質の高い効率的な医療の確保等の  

ための施策の推進  

第2 高齢者が生きがいを持ら安心して暮らせる社会の実現  

第3 「人間力」を高め、安心して働ける社会の実現  

第4 次世代育成支援対策と障害者の自立・社会参加の推進  

第5 各種施策の推進   



者ナ 也一卓と古J＝虐康宏皇居と安也lで質の′看い二冴率土汐度医   

の膚傑筈のノためのj軌宥のj野道  

1 安心で質の高い医療提供体制の充実  

①医療提供体制の改革に伴う税制上の所要の措置〔検討中〕  

医療提供体制の改革に向けて検討を行っており、改革の具体的内容  

を踏まえた税制上の所要の措置を講じる。  

②特定医療法人の見直しに係る税制上の所要の措置〔検討中〕  

公益法人制度改革を踏まえ、医療法人制度の抜本的な見直しを行う  

中で、現行の特定医療法人制度を見直し、新たに公益性の高い医療を  

提供する「公益性の高い医療法人」を創設し、これに寄附金税制等所  

要の措置を講じる。  

2 医業経営の安定の確保と近代化・効率化の促進  

（1）医業経営の安定の確保  

（D社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置の存続〔事業税〕  

医療とりわけ社会保険診療の高い公共性に鑑み、社会保険診療報酬  

に係る事業税の非課税措置を存続する。  

②医療法人に係る事業税（社会保険診療報酬以外分）の軽減措置の存続  

〔事業税〕  

医療法人の行う医療の公共性・非営利性に鑑み、引き続き軽減税率  

を適用する。  
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③医療法人・特定医療法人に係る法人税率の引下げ〔法人税、住民税〕  

医療の公共性を確保するとともに、多くの規制を受けている医療法  

人の経営の安定を図るため、医療法人の法人税については公益法人の  

収益事業と同率の22％に引き下げ、特定医療法人の法人税について  

は公共法人と同じく非課税とする。  

④病院・診療所の建物の耐用年数の短縮〔法人税、事業税等〕  

実態的使用可能年数との帝離が著しい病院・診療所の建物の法定耐  

用年数について、実態に即した年数に短縮する。  

⑤病院・診療所に係る耐震改修促進税制の創設〔所得税、法人税〕  

病院・診療所の耐震改修工事に係る改修費用のうち一定額について  

特別償却する制度を創設する。  

（2）医業経営の近代化・効率化の促進  

OP Fl制度を活用した医療施設の整備を推進するための税制上の所要の   

措置〔不動産取得税、固定資産税、都市計画税〕  

P FI法に基づき事業者が医療施設を建設・保有して事業を行う場  

合（BOT方式）について、不動産取得税、固定資産税及び都市計画  

税の軽減措置（課税標準を1／2に軽減）を講じる。  

3 医療基盤の整備  

（1）医薬品・医療機器の研究開発の促進  

①オーファンドラッグ等研究開発促進税制の創設〔所得税、法人税〕  

医薬品・医療機器企業等が行うオーファンドラッグ等の研究開発に  

係る試験研究費の一定割合を税額控除する制度を創設する。  
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②試験研究費の増額に係る税額控除制度の適用期限の延長及び適用要件の   

見直し〔所得税、法人税〕  

医薬品・医療機器企業等の試験研究費の増加額の一定割合を税額控  

除する制度の適用期限を平成20年度末までの3年間延長する。また、  

オーファンドラッグ等に係る特別試験研究費の増加額の一定割合を税  

額控除する制度について、税額控除率の20％までの引上げ、オーフ  

ァンドラッグ等の対象への危機管理ワクチンの追加等、適用要件の見  

直しを行う。  

③試験研究費の総額に係る税額控除制度の適用期限の延長及び控除限度額   

の引上げ〔所得税、法人税〕  

医薬品・医療機器企業等の試験研究費総額の一定割合を税額控除す  

る制度について、控除税率上乗せ措置（2％）の適用期限を平成20  

年度末までの3年間延長するとともに、控除限度額を当期税額の25  

％まで引き上げる。  

④産学官連携の共同研究・委託研究に係る税額控除制度の適用期限の延長、   

控除限度額の引上げ及び適用要件の見直し〔所得税、法人税〕  

医薬品・医療機器企業等の大学・公的研究機関等の共同試験研究及  

びこれらに対する委託試験研究の試験研究費の一定割合を税額控除す  

る制度について、控除税率上乗せ措置（3％）の適用期限の平成20  

年度末までの3年間延長、控除限度額の当期税額の25％までへの引  

上げ及び当該税額控除制度の適用要件の見直しを行う。  

⑤開発研究用設備の特別償却制度の適用期限の延長〔所得税、法人税〕  

医薬品・医療機器企業等が一定の開発研究用設備を取得等して、こ  

れを国内にある開発研究の用に供した場合の特別償却制度の適用期限  

を平成20年度末までの3年間延長する。  

⑥中小企業投資促進税制の適用期限の延長〔所得税、法人税、住民税〕  

医業及び医薬品・医療機器産業の中小企業者が一定金額以上の機械  

装置又は特定の器具・備品を取得等した場合の特別償却又は税額控除  

制度の適用期限を平成19年度末までの2年間延長する。  
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⑦バイオテクノロジー試験研究設備に係る固定資産税の軽減措置の適用期   

限の延長〔固定資産税〕  

バイオテクノロジーの研究に当たり生ずるおそれのある公共への危  

害を防止するために必要な設備を新たに取得等した場合の固定資産税  

の軽減措置（3年間に限り課税標準を3／4に軽減）の適用期限を平  

成19年度末までの2年間延長する。  

4 救急医療体制の整備  

○救急医療用機器に係る固定資産税の軽減措置の対象機器の追加・適用期   

限の延長〔喧定資産税〕  

救急医療用機器（人工呼吸器等）を新たに取得した場合の固定資産  

税の軽減措置（3年間に限り課税標準を5／6に軽減）について、対  

象となる機器を追加するとともに、適用期限を平成19年度末までの  

2年間延長する。  

5 安定的で持続可能な医療保険制度運営の確保  

（1）医療保険制度改革に伴う税制上の所要の措置  

○医療保険制度改革に伴う税制上の所要の措置〔検討中〕  

医療保険制度改革に向けて検討を行っており、改革の具体的内容を  

踏まえた税制上の所要の措置を講じる。  
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（2）国民健康保険税に係る所要の措置  

①国民健康保険税の課税限度額・軽減基準額の見直し〔国民健康保険税〕  

所得の動向等を勘案し、 国民健康保険税の課税限度額及び軽減基準  

額について見直しを行う。  

②公的年金等控除の見直し等に伴う所要の措置〔国民健康嘩険税〕  

平成16年度税制改正における公的年金等控除の見直し等が平成1  

8年度から実施されることに伴い、年金受給者に係る国民健康保険税  

の負担の急激な増加を緩和するために所要の措置を講じる。  
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」夢2 高齢者カ〔若きがいを摩ろ．安旭Jレア暑らぎる忍会の二穿虜  

1 高齢者介護に対する社会的支援の推進  

（1）介護サービス利用者の負担の軽減  

①介護費用に係る所得控除制度の創設〔所得税、住民税〕  

要援護高齢者等の介護に要する費用に係る所得控除制度を創設する。  

②民間介護保険加入者に係る所得控除制度の創設〔所得税、住民税〕  

民間介護保険の加入者の支払保険料について、現行の生命保険料控  

除・損害保険料控除と別枠の所得控除制度を創設する。  

（2）介護サービスの供給の促進  

①介護者人保健施設の用に供される建物等に係る固定資産税の軽減措置の   

適用期限の延長〔固定資産税〕  

介護保険事業支援計画に基づき整備が必要な地域において介護老人  

保健施設が開設された場合の固定資産税の軽減措置（5年間に限り課  

税標準を7／8に軽減）の適用期限を平成19年度末までの2年間延  

長する。  

②P Fl制度を活用したケアハウス等の整備を推進するための税制上の所   

要の措置〔不動産取得税、固定資産税、都市計画税〕  

P FI法に基づき事業者がケアハウス等を建設・保有して事業を行  

う場合（B OT方式）について、不動産取得税、固定資産税及び都市  

計画税の軽減措置（課税標準を1／2に軽減）を講じる。  
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2 持続可能で安心できる年金制度の構築  

○基礎年金の国庫負担割合の着実な引上げを図るための税制上の整備  

個人所得課税の見直しの中で、平成16年年金制度改正で明記され  

た道筋に沿って、基礎年金に対する国庫負担割合の段階的な引上げに  

必要な安定した財源の確保を図る。  
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⊥箸3 以ノ野カノを′富（め、．安也Iレア膠／ブ易者会の二穿原  

1  「人間力」を高めるための環境整備の推進  

①職業能力開発に係る特定支出控除の範囲の拡大〔所得税、住民税〕  

職務に必要な技術・知識や資格を得るために過去5年以内に行った職  

業能力開発の費用を特定支出控除の対象に加える。  

②若者の能力開発の推進に係る税制上の所要の措置〔検討中〕  

若者の能力開発の推進のための施策の検討を行っており、検討の具体  

的な内容を踏まえた税制上の所要の措置を講じる。  

2 働＜人の生活の安定に資する対策の充実  

①勤労者が使用者等から住宅資金の貸付け等を受けた場合の経済的利益等に   

関する課税特例措置の適用期限の延長〔所得税、住民税〕  

勤労者が使用者等から住宅資金の貸付け等を受けた場合の経済的利益  

等に関する課税特例措置の適用期限を平成18年12月31日から平成  

20年12月31日まで延長する。  

②新築住宅に対する固定資産税の減額措置に係る適用期限の延長  

〔固定資産税〕  

新築住宅に対する固定資産税の減額措置の適用期限を平成19年度末  

までの2年間延長する。  
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」夢4 っ好鱈作育成錐動育と摩害者の卓立・忍会参勿の屠題  

1 次世代育成支援対策の推進  

○総合施設に関する税制上の所要の措置〔消費税、固定資産税等〕  

就学前の教育・保育を一体として行う総合施設の設置を可能とすること  

に伴い、税制上の所要の措置を講じる。  

2 障害者の自立・社会参加の推進  

①障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度の適用要件の緩和  

〔所得税、法人税〕  

障害者を多数雇用する事業主が一定の機械等を取得等した場合の割増償  

却制度の対象範囲に、精神障害者である短時間労働者を加える。  

②障害者を多数雇用する事業所に係る不動産取得税及び固定資産税の軽減措置   

の適用要件の緩和〔不動産取得税、固定資産税〕  

障害者を多数雇用する事業所が所定の助成金を受給して不動産を取得し  

た場合の不動産取得税及び固定資産税の軽減措置の対象範囲に、精神障害  

者である短時間労働者を加える。  

③障害者を多数雇用する事業所等に係る事業所税等の課税標準の特例の適用要   

件の緩和〔事業所税等〕  

障害者を多数雇用する事業所等に係る事業所税等の課税標準の特例の対  

象範囲に、精神障害者である短時間労働者を加える。  
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④障害者の在宅就業を支援する在宅就業支援団体の登録に係る税制上の所要の   

措置〔登録免許税〕  

在宅就業支援団体の登録の際に課せられる登録免許税について、財政的  

基盤が脆弱な非営利法人が登録を行う場合に登録免許税を非課税とする。  
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署5 多層激宥の屠題  

1 生活衛生関係営業の振興  

①公害防止用設備に係る特別償却制度の適用期限の延長〔所得税、法人税〕  

公害防止用の特定設備（有害物質を活性炭で吸着し、回収・処理する  

装置）を取得した場合の特別償却制度の適用期限を平成18年度末まで  

の1年間延長する。  

②公害防止用施設に係る固定資産税の軽減措置の適用期限の延長  

〔固定資産税〕  

公害防止用の特定施設（有害物質を活性炭で吸着し、回収・処理する  

装置等）に係る固定資産税の軽減措置（課税標準を1／3に軽減）の適  

用期限を平成19年度末までの2年間延長する。  

③中小企業投資促進税制の適用期限の延長〔所得税、法人税、住民税〕  

中小企業者である生活衛生関係営業者が一定金額以上の機械装置又は  

特定の器具・備品を取得等した場合の特別償却又は税額控除制度の適用  

期限を平成19年度末までの2年間延長する。  

2 食品の安全確保対策の推進  

○と畜場における牛海綿状脳症（BSE）対策実施のための償却資産に係る   

匿定資産税の軽減措置の対象設備の追加〔固定資産税〕  

B S E対策のために必要な設備をと畜場に設置した場合の固定資産税  

の軽減措置（3年間に限り課税標準を1／2に軽減）について、対象と  

なる設備を追加する。  
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3 その他  

○介護・子育て支援サービス事業を行う特定非営利活動法人（NPO法人）   

に関する税制上の支援の充実 〔法人税、事業税等〕  

パブリックサポートテスト要件の緩和等、介護・子育て支援サービス  

事業を行うNPO法人に関する税制上の支援を拡充する。  
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三位一体改革について   



地方六団休からの提案概要  

厚生労働省分  全 体  割合  

提案額  4，750億円（9，973） 48％  
※計数は平成17年度予算ベース。  

提案の内容  

○昨年の地方六団体提案をベースに、4，750億円の   
補助負担金の廃止（税源移譲）を提案   

○具体的な廃止項自は以下のとおり   

① 施設整備費（水道を除＜）（新設の介護・福祉、  
次世代交付金を含む）   

② 児童福祉関係の事業費・運営費等（民間保育所  
運営費を含まず）（新設の次世代交付金を含む）   

③ BSE、SARS、エイズ対策   

④ 救急医療、へき地医療対策   

⑤ 介護予防事業、在宅介護支援センター事業 等  

※ なお、特別会計事業分、民間保育所運営費等については、  
昨年の提案にはあったが、今年の提案には含まれていない  

※ その他、障害者支援費については、昨年に引き続き芋年の  
提案には含まれていない  

提案の考え方  

① 昨年提案した地方の改革案（3．2兆円）の移譲対象補助金の中  

から、優先すべきものを選別して提示  

② また、昨年、交付金化、統合補助金化されたものについても移譲  

対象として提示  

③ なお、生活保護費等負担金等を移譲対象とすることには反対  
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社会保障分野に係る地方6団体からの提案の概要  

対象額   約4，750億円  〔政府全体：約9，973億円〕  

対象事業：   

【施設整備関係：約1，321億円】   〔政府全体：約5，203億円〕  

○ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金  866億円  
（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム等）  

○ 次世代育成支援対策施設整備交付金  
（保育所、児童養護施設、児童相談所等）  

○ 社会福祉施設の整備に係る補助金等  
（障害者施設、保護施設等）   

○ 保健衛生施設の整備に係る補助金等（◎）  

（精神障害者施設、市町村保健センター等）  

○ 医療施設の整備に係る補助金等（◎）  

（へき地診療所、救急救命センター等）  
※ ◎については18年度に交付金化を予定  

167億円  

101億円  

33億円  

154億円  

【運営費・事業費関係：約3，429億円】〔政府全体：約4，770億円〕   

O SARS、予防接種等の感染症対策  40億円   

○ エイズ対策等  22億円   

○ 延長保育、つどいの広場等  346億円   

○ 児童養護施設・乳児院、知的障害児施設等の措置費  

1，466億円   

○ 障害児施設等の運営費  94億円   

○ 児童虐待対策・DV対策等  18億円   

○ 介護予防・地域支え合い事業、在宅介護支援センター事業等  
599億円  

○ 老人保健事業（ヘルス事業）  

○ へき地医療対策、救命救急センター  

○ ホームレス対策  

○ 地方改善事業  

290億円  

168億円  

21億円  

60億円   等  

営責、特別会計事業は、今回は対象に  
い。  拳  ※闘莞亨弼  

－2－   



社会保障分野に係る地方6団体の提案（昨年と今年の対比）  

昨年の地方6団体の提案（約9．440億円）  今年の地方6団体の提案（約4∴750億円）  

特別会計事業  440億円  特別会計事業  480億円  

地域介護t福祉空間交付金  

次世代交付金（ハード）  

社会福祉施設整備費  

保健衛生施設整備費  

医療施設等整備費  

870億円  
170億円  
100億円   
30億円  

150億円  

社会福祉施設整備費  1．300億円  
保健衛生施設整備責  100億円  
医療施設等整備糞  170億円  

（民間保育所運営貴 2．800億円）  

平成17年度予算ベース  

（ただし、昨年度廃止分は平成16年度予算ベース）   
平成16年度予算ベース  



三位一体の改革について  

平成16年11月26日  
政 府 ・ 与 党  

（前略）   

政府■与党は、「基本方針2004」に基づき、地方案を真筆に受け止め、  

平成18年度までの三位一体の改革の全体像について、下記のとおり合意す  

る。   

国庫補助負担金改革については、平成17年度及び平成18年度予算にお  

いて、3兆円程度の廃止■縮減等の改革を行う。   

税源移譲は、別紙1のとおり、平成16年度に所得譲与税及び税源移譲予  
定特例交付金として措置した額も含め、概ね3兆円規模を目指す。この税源  
移譲は、所得税から個人住民税への移譲によって行うものとし、個人住民税  
所得割の税率をフラット化することを基本として実施する。あわせて、国・  
地方を通じた個人所得課税の抜本的見直しを行う。また、地域間の財政力格  

差の拡大について確実な対応を図る。  

（後略）  

別紙1  

1．概ね3兆円規模の税源移譲を目指す。  

2．概ね3兆円規模の税源移譲のうち、その8割方について次のとおりとす   
る。  

（次のとおり 略）  

3．平成17年中に、以下について検討を行い、結論を得る。   
（1）生活保護・児童扶養手当に関する負担金の改革   

（2）公立文教施設等、建設国債対象経費である施設真の取扱い   

（3）その他   

（注）  

① 生活保護費負担金及び児童扶養手当の補助率の見直しについて  

は、地方団体関係者が参加する協議機関を設置して検討を行い、平  
成17年秋までに結論を得て、平成18年度から実施する。  

② （略）  
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